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日本の会計制度
松尾幸正
序
国際会計基準委員会(InternationalAccounting Standards Committee, IASC) 
による「財務諸表の比較可能性改善」プロジェクトが， 10本の改訂国際会計
基準 (InternationalAccounting Standards, IAS)を1993年11月に一括承認し
て完結したことを受けて， 証券監督者国際機構 (InternationalOrganization 
of Securities Commissions, IOSCO)による IAS受れ入れ機運が高まって
いた矢先， IOSCOから IASCに宛てた書簡により， IOSCOによる IAS
の受け入れが，当面，先送りされることになった。
しかしながら，企業活動の国際化，資本市場の国際化は，今後，進展する
ことはあっても後退することはない。そうだとすれば，そうした活動や市場
に重大な影響を及ぽす会計情報の作成に際し準拠すべき会計基準の国際化へ
の要請も根強く続くであろう。
会計の国際化への要請に対する対応を検討するには，まず，現行の制度を
的確に把握しておくことが先決になる。そこで本稿では，現行のわが国会計
制度を再確認する作業を最初に行う。次に，昭和末，平成初頭以来変わり行
くわが国の会計規制を整理して，変革のなかにある国際化への対応の流れを
突き止める。最後に，会計基準の国際的調和に向けた動向を IASCと IOS
coの関係から把握したのち，わが国会計制度がそうした国際化に処するに
際する大胆な構造改革を提言しよう。
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1. トライアングル体制
わが国企業会計に関する法制は，商法決算を頂点とし，証券取引法と税法
に基づく決算・申告書類が，商法決算承認後に，商法決算を基礎として作成
されるところから，図 1が示すように「トライアングル体制」と言われてい
る（新井・白鳥 [1991],28-32頁）。各法令の改編について， 商法は法制審議会
商法部会で， 証券取引法は大蔵省証券局で， 税法は税制調査会で検討され
る。
図1 日本の会計法令とその設定機関
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これらの会計法令は，それぞれの立法趣旨に照らして企業の会計実務を規
制している。商法は会社の取締役が株主から委託を受けた資源の管理・運用
に関する顛末を株主に対して取締役に説明・報告させると同時に，株主の有
限責任制と株式の自由譲渡性を特徴とする株式会社制度のもとで，債権者の
保護を目的としている。証券取引法は証券の公正な取引とその円滑な流通を
保証することを通して，投資家の保護を目的としている。税法は行政主体の
財政基盤の確立の観点から，課税の公平性，安定性の確保，財政・租税政策
の遂行を目的としている。
他方，会計システムの成果としての財務諸表は，企業の活動に関心をもつ
多くの利害関係者が判断を形成するのを促進する情報を提供する機能を有し
ている。主要な機能として，①受託責任遂行状況判定指標提供機能，③成果
配分指標提供機能，および⑧業績評価•投資意思決定指標提供機能がある。
こうした会計の主要機能を各会計法令の目的と関係付けると，商法は受託
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責任遂行状況判定指標提供機能と成果配分指標提供機能を重視し，証券取引
法は受託責任遂行状況判定指標提供機能と業績評価。投資意思決定指標提
供機能を重視し，税法は成果配分指標提供機能を重視している傍t井・白鳥
[1991], 30頁参照）。
2. 実定法と慣習法
以上3つの法令による会計規制は，実定法に依っている。実定法の改編に
は，国会による決議等一定の手続きと時間を必要とする。しかし，会計規制
の対象は，企業における現実の経済行動の結果として生起する財やサービス
の動きとその状態である。企業の現実の経済事象は，時々刻々，常に変化し
ている。そうであれば，そのような変転極まりない経済事象を測定し，開示
する）レールも，対象の変化にできる限り速やかに対応しうるに足るだけの弾
力性を備えていなければならない。
このような点を考慮して，上記の各法令も法文上明確に定めていない事柄
については，次のように，「一般に公正妥当と認められた会計原則 (Generally
Accepted Accounting Principles, GAAP)」に依ることにしている。
商法第32条第2項
「商業帳簿ノ作成二関スル規定ノ解釈二付テハ公正ナル会計慣行ヲ掛酌
スベシ」
財務諸表等規則取扱要領第 1
「（財務諸表等規則）第 1条第 1項に規定する一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準については，……，この取扱要領に定めるところに
依るものとし，この取扱要領において定めのないものについては，一般
に公正妥当と認められる企業会計の慣習に従うものとする」
法人税法第22条第4項
「（所得を計算するための益金および損金の額） は一般に公正妥当と認
められる会計処理の基準に従って計算されるものとする」
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図2 会計規制の枠組み
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会計実務
したがって，わが国における会計実務は，商法，証券取引法，税法および
GAAPによって規制さているが，最終的な会計的判断の拠り所は，慣習規
範としての GAAPに求めていることになる。それ故， GAAPは各会計法
令に対する指導原理として機能すると同時に，会計実務に対する実践規範と
して機能する。しかも，監査報告準則三国1において， GAAPが監査意見
形成に際する準拠枠として規定されていることによって， GAAPの実践規
範性がより一層強化されている。図 2は実定法と慣習法のこうした関係を示
している。
3. 強制開示と自主開示
企業が実施する自社の活動内容に関するディスクロージャーには，法律そ
の他の規制に基づく場合と自発的に行う場合とがある。前者を強制開示とい
ぃ，後者を自主開示という。
会計ディスクロージャーとは，一般に，株主，債権者をはじめとする企業
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の外部利害関係者の中で，徴税当局のような自己の欲する情報を指定する権
限をもたず．経営者によって伝達される情報だけに依存する利用者に対し
て，企業財務内容に関する情報を提供することを言うので，税法による申告
書の作成を除外すると，商法と証券取引法に基づくディスクロージャーは法
律にづ基いて制度化された強制開示である。商法上のディスクロージャーは
債権者保護を目的として，債務弁済能力，成果配分に関する情報提供を目的
としているのに対して，証券取引法上のディスクロージャーは投資者保護を
目的として，業績評価，投資意思決定に関する情報提供を目的としている。
このように制度開示の中でも，商法と証券取引法との間で，いわゆる「棲み
分け」が行われている。
これらのほか，証券取引所が，投資者を保護するたるめに，有価証券の売
買取引等の公正かつ円滑な運営を目的として，上場会社に対して要請する適
時開示も強制開示に属する。したがって，証券取引法制度開示と証券取引所
適時開示は，投資者保護の観点から，相互補完の関係にあるが，証券取引法
制度開示の中でも中核を占めている有価証券報告書は，事実確認情報として
の信頼性，客観性を旨としているのに対して，証券取引所適時開示の中心と
なっている決算短信は，投資意思決定に対する有用性を旨としている。した
がって，ここでも「棲み分け」が行われている！）。 しかし，証券取引法制度
開示の中でも，半期報告書や臨時報告書は，投資家に提供する情報の有用性
の確保を目的としている。
それに対して，自社の内容を十分に理解させることを通して，長期安定的な
資金の確保を目的として，企業が自発的に実施する IR(Investor Relations) 
活動2)の一貫として行う企業内容情報開示は自主開示である。
以上のディスクロージャーを整理すると，図 3のようになる。
1)わが国現行強制開示のこうした機能分担については，有価証券報告書等開示内容
検討委員会報告 [1994]でも指摘されている。
2)最近の IR活動については，松山 [1995]に詳しい。
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図3 ディスクロージャーの類別
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IR活動としてのディスクロージャー
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各ディスクロージャーには次のような開示書類がある。
商法上の開示書類
商法では，次の全書類について取締役会の承認を得なければならないが，
株主総会の承認を必要とするのは①～④なので，財務諸表に相当する商法上
の計算書類から⑥附属明細書を除外している（商§281, 283)。
①貸借対照表
③損益計算書
③営業報告書
④利益ノ処分又ハ損失ノ処理二関スル議案
⑥附属明細書
証券取引法上の開示書類
証券取引法は投資者を保護するために，有価証券の発行・売買の公正化と
流通の円滑化を目的として，証券の発行市場と流通市場で企業内容情報開示
を規制している。
発行市場における発行開示書類
発行価額総額 5億円以上の有価証券の募集若しくは売出しの場合・・・有価
証券届出書，目論見書
発行価額総額 5億円未満の有価証券の募集若しくは売出し，又は募集に
よらずに 5億円以上の有価証券を発行する場合・・・有価証券通知書
流通市場における継続開示書類
有価証券報告書，半期報告書，臨時報告書
発行価額総額 5億円以上の有価証券の募集若しくは売出しを行う場合，米
国証券取引委員会 (Securritiesand Exchange Commission, SEC)の統合開示
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制度に倣って，発行開示書類と継続開示書類との間に，日本版統合開示が制
度化されている。一定の要件を満たせば，募集・売出しのつど企業情報を作
成する必要はなく，有価証券報告書で代用できる（証券取引法第23条の2)。ま
た， 「参照方式」の採用が認められる利用適格要件を満たす会社は， 一定期
間内の発行予定額，有価証券の種類等を記載した発行登録書を提出しておけ
ば，実際の発行時には新たに届け出なくても，発行条件等の証券情報のみを
記載した発行登録追補書類を提出するだけで売り付けが可能となる「発行登
録制度」が，現行証券取引法に導入されている（証券取引法第23条の3)3)0 
証券取引所の要請による適時開示書類（久保 [1992],326~342頁）4)
第三者割当増資概要書
営業の譲受け（譲渡）概況書
重要事実や公開買付け等の会社情報の公開に関する報告書
個別，中間，連結に関する決算短信
IR活家による開示媒体（松山 [1995.1], 14頁）
投資家向け IR誌
会社紹介VTR
事業報告書
強制開示の領域が多くなればなるほど当該企業の活動内容に関する透明度
が高くなり，情報の比較可能性を増す。反面，自主開示領域が狭まり，経営
者の自由裁量の余地が抑制され，経営者の情報開示行動5)窮屈にする。
強制開示と自主開示のレベルは，主に開示の要素，開示のコスト，および
開示のベネフィットによって決まる。開示要素は開示の目的，開示される情
報の質と量，開示のタイミングと方法，開示される情報の利用者から成る。
開示のコストには情報提供費，情報利用費，及び開示規制費があり，開示の
3) 「参照方式」や「発行登録制度」の詳細については，松尾 [1990]143~147頁を
参照されたい。
4)証券取引所の適時開示については，久保 [1992]に詳しい。
5)経営者の情報開示行動については， Healyet al [1993]，善積[1995]に詳しい。
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ベネフィットには情報提供者，利用者，社会全体のそれぞれが亨受するベネ
フィットがある。
情報開示の最適水準は，市場の原理によれば，情報需要と情報供給によっ
て決まる筈である。しかしながら，通常の私的財とは異なって，情報には他
人による消費の機会を減らすことなく消費されうるという公共財的属性と，
情報対象についで情報提供者に情報が遍在するという情報非対称性の故に，
さらには情報提供者ば情報利用者の情報に基づく行動を予測して自らの行動
を選択する情報誘導 (informationinductance)効果の故に，そうした市場原
理に完全に委ねるのがいいのか，もしくは何らかの規制を加える必要がある
のか，と言った情報開示規制の是非をぐる議論が展開されることになる。詰
まるところ，こうした議論は社会的厚生の改善の視点から判断されることに
なる。現行制度上は，情報特性の故に，私的な生産を社会的に最適な水準に
近似させるには，叙述の規制が必要と考えられている鸞
4. 決算日程
わが国の会計規制の枠組みを説明したので，次にそれらの会計規制をわが
国大会社（資本金5億円以上または負債総額200億円以上）の決算日程と関連付け
てみよう。
事業年度が終了すると，すでにみたように，まず商法に基づく決算書類を
作成することになる。商法特例法第12条によれば，定時株主総会の 8週間前
までに，取締役は商法及び計算書類規則に従って作成した貸借対照表，損益
計算書，営業報告書及び利益ノ処分又ハ損失ノ処理二関スル議案から成る計
算書類を監査役会と会計監査人に提出し，計算書類提出日から 3週間以内に
附属明細書を監査役会・会計監査人に提出しなければならないことになって
いる。会計監査人は，計算書類を受け取った日から 4週間以内に，監査報告
6)会計清報開示規制の是非や開示要素，開示のコストとベネフィットに関する詳細
については，松尾 [1990]を参照されたい。
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書を監査役会と取締役に提出しなければならない（商特§ 13①)。
上場会社は決算内容が「適正」であることの確証を得れば，証券取引所適
時開示要請にしたがって，速やかに「決算短信」によって決算発表を行わな
ければならない（久保 [1992],50~51頁）。 その内容は翌日の全国紙朝刊に掲
載されると同時に， 株式市場に即座に織り込まれる。「決算短信」には，当
該期間の売上高，経常利益，当期利益などの主要業績のみにとどまらず，次
期の業績予想も発表されるところに情報価値の有用性を高める大きな要因が
ある7)。
規模に関係なく，すべての株式会社の取締役は株主総会の 2週間前に会議
の目的を記載した招集通知を発送する（商§ 232①②)と同時に， 計算書類を
本店と支店に備置いて公示し（商§ 282①)， 総会の準備に入ることになる。
株主総会で計算書類の承認を得れは見 大会社は速やかに貸借対照表，損益
計算書またはそれらの要旨を公告しなければならない（商特§ 16②)。
上場会社は，商法・計算書類規則に従って作成された営業報告書を除く計
算書類並びに附属明細書を， GAAP• 財務諸表等規則に準拠して組み替えた
財務諸表を掲載した「経理の状況」を作成し，公認会計士又は監査法人の監査
証明を得て（証取§ 193の2)，監査報告書（監省§ 1)を添付した有価証券報告
書を，事業年度経過後 3カ月以内に大蔵大臣に提出しなければならない。
わが国の現行会計規制と決算日程に関する以上の関連を示せば，図4のよ
うになる。
7)業績予想に変更がある場合，その修正については，取引規制省令4条により，売
上高は新規予想値または当期実績値が「公表」済の直近予想値に比べて1096以上変
動している場合，経常利益は同比較値が30形以上変動していて，かっ，同比較差額
が前期末の純資産の5彩以上の場合， 当期利益は同比較値が30彩以上変動してい
て，かっ，同比較差額が前期末の純資産の 2.5形以上の場合に開示を義務付けられ
ている（久保 [1992],158-159頁）。
8)大会社の場合，監査役会が会計監査人の監査結果に異議がなければ，貸借対照表
と損益計算書について，定時総会の承認を求める必要はなく，取締役は定時総会に
それらの書類を提出して，その内容を報告すれば足りる（商特§ 16①)。
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証取：証券取引法
商特：株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律
計規：株式会社の貸借対照表，損益計算書，営業報告書及び附属明細書に
関する規則
財規：財務諸表等規則
監省：財務諸表等の監査証明に関する省令
取：取締役
監：監査役会
会：会計監査人
大：大蔵大臣
事業年度終了後株主総会までの期間中であっても，重要な災害の発生や訴
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訟の提起・解決などの重要な事象が発生した場合には，速やかに臨時報告書
を大蔵大臣に提出しなければならない（証取§24の5⑧)9)0 
5. 平成の会計革命
現行のわが国会計規制の基本的な枠組みをみてきた。昭和末以降，とりわ
け平成の時代を向かえて以来，会計規制がめまぐるしく制定，改正されてい
る。そこで，昭和末以降制定・改正された会計規制を GAAPに相当する会
計基準と証券取引法，商法，更に，証券取引所適時開示要請に分けて，各会
計規制の背景，目的，内容を整理してみよう 10)0
会計基準改正
セグメント情報開示基準の制定（昭和63年， 1988年）
背景：①わが国企業経営活動の多角化，国際化
③企業内容開示の国際的調和
9)臨時報告書提出事由には，次の事象がある（企業内容等の開示に関する省令第19
条）。
① 株式，転換社債および新株引受権付社債の発行
③ 親会社の異動
⑧ 主要株主の異動
④ 重要な災害の発生
⑥訴訟の提起または解決
⑥会社の合併
⑦ 営業の譲渡もしくは談受け
⑧ 代表取締役の異動
⑨ 多額の取立不能債権等の発生
⑩ 財政状態および経営成績に著しい影響を与える事象の発生
10)改正会計規制の背最， 目的， 内容については， 大蔵省証券局企業財務課 [1994]
のほか，平松 [1991],[1993]， 本田 [1991]，居波 [1994]，可部［1991]，小谷
[1994], [1995]， 大蔵省企業会計審議会 [1995]，大蔵省内証券取引制度問題研究
会 [1993]，田端 [1995]，東証上管 [1994]，角田 [1993]，柳 [1994]，吉戒 [1994]
を参照した。
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目的：多角化，国際化した企業経営実態を適切に反映した財務情報の提
供
内容：開示情報
事業の種類別セグメント情報開示
売上高及び営業損益
親会社及び子会社の所在地別セグメント情報開示
国内・在外別売上高及び営業損益（当面，営業損益の開示は任
意）
海外売上高（親会社及び国内子会社による輸出売上高並びに在外子会
社による売上高合計）の開示
海外売上高が連結売上高の10％以上の場合，海外売上高及び
連結売上高に占める海外売上高の割合を開示
開示箇所
当面，連結財務諸表外情報
先物・オプション取引時価情報開示基準の制定（平成2年， 1990年）
背景：金融の自由化，国際化，証券化の進展→資本市場の急速な拡大→
企業の投資機会の増大，相場変動リスクヘの対応
目的： ①先物・オプション取引実態（金融商品取引に対する投資収益及びリ
スク状況）の開示
②取引決済の恣意的実行（たとえば，期末時点で利益発生取引を決済
して損失発生取引を未決済のまま残す）による期間損益の操作余地
を排除
内容：開示情報と方法
先物取引
取引所に上場されている証券・金融先物取引の決算時の未決
済契約額とその時価及び差損益を株式，債券，金利等の種類
ごとに，売建・買建別に開示
オプション取引
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取引所に上場されているオプション取引の決算時のオプショ
ン貸借対照表価額（売建または買建時に授受されるオプション料の
額）とその時価及び差損益を開示し，時価情報については，
株式，債券，金利等の種類ごとに，売建・買建，コール・プ
ット別に開示
開示箇所
オプションの貸借対照表価額
売建時に受け取ったオプション料は， 「売建オプション」等
適当な科目名で貸借対照表負債の部に記載
買建時に支払ったオプション料は， 「買建オプション」等適
当な科目名で貸借対照表資産の部に記載
先物取引とオプション取引の時価及び差損益
財務諸表注記
市場性ある有価証券時価情報開示基準の制定（平成2年， 1990年）
背景： ①市場性ある有価証券をヘッジ対象とする先物・オプション取引
の増大
③企業資産に占める有価証券保有額の急速な増大
③情報開示の国際的調和
目的： ①ヘッジ目的の先物・オプション取引の時価情報と，当該先物・
オプション取引によりヘッジされている市場性ある有価証券の
時価情報を併せて開示することによるヘッジ取引損益情報の均
等化
③保有有価証券含み損益開示による財務諸表の有用性の向上
③有価証券評価基準として，原価法適用企業と低価法適用企業と
の間の開示の均衡化
内容：開示情報と方法
証券取引所に上場されている有価証券及びそれに準ずる有価証
券の決算時の貸借対照表価額と，その時価及び評価損益につい
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て，有価証券を流動・固定に区分し，さらに株式，債券等の種
類別に開示
時価の算出には決算時の相場を使用
外価建有価証券の時価は，外貨による時価を決算時の為替相場
で換算
開示箇所
財務諸表注記
リース会計基準の制定（平成5年， 1993年）
背景： ①民間設備投資額に占めるリース設備投資額の急増
R経済的実態が売買取引と同様のリース取引の増大
③経済的実態を反映しない現行会計実務
目的：リース取引の実態を的確に反映した財務諸表の作成
内容：リース取引の定義
リース取引とは， 特定の物件の所有者たる貸し手（レッサー）
が，当該物件の借り手（レッシー）に対し，合意された期間にわ
たりこれを使用収益する権利を与え，借り手は，合意された使
用料を貸し手に支払う取引
リース取引の分類
ファイナンス。リース
ファイナンス・リースの要件
①契約期間中の契約解除が不可能
Rリース物件から生ずる経済的利益を借り手が実質的に享
受
③リース物件の使用に伴うコストを借り手が実質的に負担
オペレーティング・リース
ファイナンス・リース取引以外のリース取引
ファイナンス・リース取引の会計処理（借手側）
(1)原則として，通常の売買取引に準ずる処理法
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(2)契約上の諸条件に照らしてリース物件の所有権が借り手に移
転しない取引については，通常の賃貸借取引に準ずる処理を
行うことができるが，その場合には，次の事項を財務諸表に
注記すること。
①リース物件の取得価額相当額（リース取引開始時に合意された
リース料総額から，そこに含まれている利息相当額の合理的な見
積額を控除した額）， 減価償却累計額相当額及び期末残高相
当額を，貸借対照表記載の固定資産科目分類に準じて，分
類記載
③未経過リース料期末残高相当額⑳沫現在末経過リース料か
ら， そこに含まれている利息相当額の合理的な見積額を控除した
額）を貸借対照表日後 1年以内の期間のリース料の額と 1
年を越える期間のリース料の額とに分割記載
⑧当期の支払リース料，減価償却費相当額及び支払利息相当
額
④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
外貨建取引等会計処理基準の改定（平成 7年 5月， 1995年 5月）
外貨建取引の換算
①外貨建長期金銭債権債務に重要な為替差損が生じている場合に
は，決算時の為替相場を付し，為替差損を認識する。その際，
同一通貨の対応する外貨建長期金銭債権債務に係る為替差益を
相殺する。
②包括為替予約の振当てについては，原則として，貸借対照表に
計上されている外貨建金銭債権債務に振り当てる。
在外子会社等の財務諸表項目の換算
背景： ①在外子会社等の数が激増した企業の増加に伴う修正テンポラル
法の実務上の対応の困難性
③在外子会社等の独立事業体化の進展
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内容：①決算日レート法の採用
資産及び負債は決算日の為替相場で換算
自己資本は取得日または発生時の為替相場で換算
収益及び費用は決算時の為替相場または期中平均相場で換算
③資産・負債と資本の換算為替相場が異なることによる換算差額
は， 資産・負債全体に対する包括的な為替換算調整勘定とし
て，「資産又は負債の部」に表示
証券取引法改正
セグメント情報開示制度の制定（適用1990年4月1日以降開始事業年度）
開示内容：会計基準通り。
先物・オプショス取引時価情報開示制度の制定（適用1990年4月 1日以降
開始事業年度）
開示内容：会計基準通り。
市場性ある有価証券時価情報開示制度の制定（適用1990年4月1日以降開
始事業年度）
開示内容：会計基準通り。
株式等大量保有報告制度の制定（平成2年， 1990年，適用1990年12月）
背景：日米構造協議最終報告 (199吟三6月）
目的：証券市場の公正性・透明性の向上
大量保有報告書の提出義務者：保有割合が5彩を超える株券等の保有者
記載内容（株券等の大量保有の状況の開示に関する省令）
①発行会社事項：名称，所在地，上場・店頭の別
②提出者事項：名称，所在地， 事業内容（または職業）， 個人・法人の
別
⑧保有目的：純投資，政策投資，経営参加，支配権の取得等の目的及
び内容
④保有株券等の内訳：株券，新株引受権証書，転換社債券等
⑥最近60日間の取得または処分の状況：月日，種類，数量，取得・処
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分の別
⑥当該株券等に関する重要な契約：担保契約，売戻し契約，売り予約
等の契約や取決めがある場合には，契約の種類，契約の相手方，契
約対象の株券等の数量，当該契約または取決め内容
⑦取得資金：自己資金・借入金の別。借入金の場合には，その内訳と
借入先
提出先と提出期日（証券取引法第27条の23)
大量保有者となった日から 5日以内に大蔵大臣に提出
変更報告書の提出（証券取引法第27条の25)
大量保有者となった日以後，保有割合が 196以上増減した場合その他
重要事項の変更があった場合には，その日から 5日以内に大蔵大臣に
変更報告書を提出
関連当時者取引の開示（適用1991年4月 1日以降開始事業年度）
背景：日米構造協議最終報告 (1990年6月）
目的： ①財務諸表を補完して，提出会社（有価証券届出書，有価証券報告書
等の発行開示， 継続開示書類を提出する会社）の経営成績及び財政
状態に及ぼす関連当事者取引の影響に関する適切な判断を可能
にすること。
②企業間取引の透明性を高めること。
関連当事者の範囲（開示省令第1条第27号の5)
提出会社の親会社，子会社，兄弟会社，主要株主及びその近親者，役
員及びその近親者，関連会社等
開示内容（開示省令第2号様式記載上の注意（ユー11))
(a)当該関連当事者が会社の場合， その名称， 住所， 資本金， 事業内
容，議決権の所有割合
(b)当該関連会社との関係内容（役員の兼任等， 資金援助， 営業上の取引，
設備の賃貸借，業務提携等）
(c)取引内容（「営業」・「営業外」別に取引の種類，対象等）
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(d)取引の種類別取引金額
(e)取引条件ないし取引条件の決定方針等
(f)取引により発生した債権債務に係る主な科目別の期首残高，期中増
減及び期末残高
(g)当期に前期以前の取引条件に変更があった場合には，その旨，変更
内容，変更が財務諸表に及ぽす影響
開示箇所：有価証券報告書 第6「企業集団等の状況」 2「関連当事者
との取引」
連結財務諸表の有価証券報告書本体への組み入れ（適用1991年 4月1日以
降開始事業年度）
背景：①日米構造協議最終報告 (1990年6月）
②わが国企業活動の多角化，国際化
目的：①企業集団活動内容の実態開示
③連結情報の投資情報としての重要性向上
有価証券概念の改正（平成 4年， 1992年）
背景：金融の証券化
目的：証券化関連商品に証券取引法を適用して，ディスクロージャー制
度の確立，公正な取引の確保等の投資者保護を図ること。
内容：従来の株券，社債券，国・地方債証券のほかに，次の証券または
証書を有価証券として取り扱うように，有価証券概念を拡大
①CP (Commercial Paper,証券取引法第2条第1項第8号）
②海外で発行されたクレジット・カード債権の証券化商品（証券
取引法第2条第1項第9号）
⑧海外の譲渡性預金証書（証券取引法第2条第1項第10号）
④住宅ローン債権信託受益権（証券取引法第2条第2項第1号）
主要顧客別売上高の開示（適用1993年4月 1日以降開始事業年度）
背景：日米構造協議最終報告 (1990年6月）
目的：個別ベース顧客情報の充実
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内容（開示省令第2号様式記載上の注意（ク）営業の状況(5)販売実績(d)
最近 2事業年度の年度別相手先別販売実績と総販売実績に対する割
合
配当政策の廃示（適用1993年4月 1日以降開始事業年度）
目的：投資家保護の一層の充実
内容（企業内容等の開示に関する取扱通達5-12-2例示）
開示情報
①利益配分の基本方針
②当期の配当決定に当たっての考え方
⑧内部留保資金の使途
開示箇所：有価証券報告書 第 1「会社の概況」 7「1株あたり
配当等の推移等 (2)「配当政策」
主要な経営指標等の推移の開示（適用1993年 4月1日以降開始事業年度）
目的：一般投資家の理解に資する
内容（企業内容等の開示に関する取扱通達5-8-2及び3)
開示情報
次の事項について，最近5年間の推移を記載する
①売上高
②経常損益
③当期純利益
④資本金
⑤発行済株式総数
⑥純資産額
⑦総資産額
⑧自己資本比率
⑨ 1株当たり純資産額
⑩ 1株当たり配当額（内1株当たり中間配当額）
⑪ 1株当たり当期純損益
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⑫配当性向
⑬従業員数
第 40巻第 1 号
連結財務諸表を作成している場合には，上記⑥⑧⑩⑫⑬を除く各
事項について，連結ベースの金額を記載する
開示箇所：有価証券報告書 第 1「会社の概況」 1「主要な経営
指標等の推移」
企業集団の研究開発活動状況の開示（適用1993年4月1日以降開始事業年
度）
目的：連結ベースの研究開発状況を明らかにする
内容：当期の企業集団の研究開発活動状況を概括的に説明する
開示箇所：有価証券報告書 第 6 「企業集団の状況」 (2)「研究開発活
動」
セグメント情報の段階的充実
背景： ①わが国企業の国際化，現地化の進展，開示制度の国際的調和
R日米構造協議第2回フォローアップ年次報告
内容：開示情報
①国内・在外営業損益の開示（適用1993年4月 1日以降開始事
業年度）
②セグメント別資産等の開示（適用1995年4月1日以降開始事
業年度）
③地域別セグメント情報開示（適用1997年4月 1日以降開始事
業年度）
＜所在地別セグメント情報及び海外売上高を主要な国または地
域別に開示＞
開示箇所
連結財務諸表注記事 (1988年度導入時と異なるのは，制度導入以来
5年間を経過して会計手法及び監査手法が確立したことによる。）
連結範囲に係る10飴重要性基準の廃止（適用1994年4月 1日以降開始事業
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年度）
背景：①連結会計実務の定着
②企業活動の多角化，国際化による連結の重要性の高まり
内容：連結決算の対象となる子会社の範囲の拡大
日本公認会計士協会監査委員会報告第52号「連結の範囲及び持分
法の適用範囲に関する重要性の原則の適用に係る監査上の取り扱
い」（平成5年 7月公表，適用1995年 3月期）
従来の資産，売上高，利益に剰余金を加えた 4つの数量基準に
ついて，各々 3~ 5 5lるを重要性判断基準として提示
リース取引の注記開示（適用1994年 4月 1日以降開始事業年度（完全適用
1997年4月 1日以降開始事業年度））
開示内容：会計基準通り。
先物為替予約状況開示（適用1994年4月 1日以降開始事業年度）
背景：わが国企業における資金調達を始めとする経営活動の多角化，国
際化
目的：企業財務内容の透明性の確保
内容（開示省令第2号様式記載上の注意（アー3))
最近2事業年度等の年度別に，次の情報を開示する
①期末現在の予約外貨残高
R先物予約相場による円貨額
③期末の為替相場による円換算額
④円換算に用いた為替相場の種類（先物相場または直場相場）
上記の事項を，買予約に係るものと売予約に係るものに区分し，
かつ，取引に係る通貨の種類に区分して記載する
開示箇所有価証券報告書第5「経理の状況」 4「先物為替予
約の状況」
自己株式取得に関する商法改正に伴う改正（適用1994年10月）
背景：商法自己株式規制緩和
訟 (22) 第 40巻第 1 号
目的：自己株式取得に係る株券買付け状況に関する開示， 自己株式取得
に係る公開買付け及び内部者取引規制等について整備を図る。
内容①自己株券買付状況報告書の提出（証券取引法第24条の6)
提出先：大蔵大臣
提出期間：取得決議があった定時株主総会終結日から次期総会終
結日までの期間中 3カ月ごとに，当該各期間経過後15
日以内に提出
記載内容（開示省令第17号様式）
（イ）使用人への譲渡のための取得状況
（口）利益による消却のための買受け状況
四取得自己株式の処理状況（取得事由別記載）
有価証券報告書上の開示
第 1「会社の概況」 5の2「使用人への譲渡及び利益による
消却に係る自己株式の取得等の状況」
開示内容：直近の定時株主総会の前定時株主総会の終結日から直
近の定時株主総会終結日までの期間における自己株式
取得状況及び取得自己株式の処理状況
：直近の定時株主総会で授権された自己株式取得に係る
授権状況
希薄化情報開示（適用1995年4月 1日以後開始事業年度）
背景：エクイティ・ファイナンス（転換社債及ぴ新株引受権付社債の発行）に
よる潜在株式の増加
内容：個別財務諸表及び連結財務諸表の注記，並びに主要な経営指標等
の推移の筒所に，希薄化した場合の当期純利益を「潜在株式調整
後 1株当たり当期純利益金額」として開示
証券取引所適時開示要請
以下に取り上げる適時開示要請は，すべて証券取引法あるいは企業内容等の
開示に関する省令等証券取引法開示規制関係の改正に伴う措置である。
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セグメント情報開示（適用1990年4月 1日以降開始事業年度）
内容：昭和63年証券取引法改正規定と同様
有価証券含み損開示（適用1990年4月 1日以降開始事業年度）
債権（転換社債券及び新株引受権付社債券を除く）含み損の適時開示は， 1992
年 3月期決算会社から適用
対象：原価法採用上場会社
内容：子会社株式以外の取引所の相場のある有価証券のうち，時価が帳
簿価額を下回っている銘柄について，その差額の合計額
開示目安：次の①もしくは②のいずれかに該当する場合
①最近事業年度末総資産の帳簿価額の100分の10以上
②最近事業年度の経常利益または当期純利益の 100分
の30以上
開示時期：当該事業年度末または当該中間会計期間末以降，含み
損総額が開示目安に該当することが判明した時点で速
やかに行う。
有価証券等時価情報開示（適用1990年4月1日以降開始事業年度）
内容：有価証券，先物取引及びオプション取引の時価または時価相当額
と貸借対照表計上額，中間貸借照表計上額または約定金額との差
額とそれらの合計額
配当政策開示（適用1990年4月 1日以降開始事業年度）
内容：企業内容等の開示に関する取扱通達と同様
自己株式取得開示（適用1994年10月）
内容：使用人への譲渡の場合
a自己株式の取得内容
(a)取得株式の種類
(b)取得株式の総数
(c)取得価格総額
b譲渡の理由
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利益による消却の場合
a自己株式の取得内容
(a)取得株式の種類
(b)取得株式の総数
(c)取得価額総額
b公開買付けの場合
(a)買付け目的
(b)定時総会の決議内容（取得株券の種類，総数及び取得価額総
額）
(c)買付け期間，買付け価格及び買付け予定株数
(d)買付けに要する資金
先物為替予約状況開示（適用1994年4月1日以降開始事業年度）
内容：開示省令通り
リース取引開示（適用1994年4月1日以降開始事業年度（完全適用1997年
4月1日以降開始事業年度））
内容：財務諸表等規則と同様
商法改正
社債発行限度の撤廃（適用1996年 1月1日以降発行決議される銘柄）
背景：政府の規制緩和推進計画の一環
内容：①適債基準を撤廃して，発行体の経営成績の異常な変動や特定取
引先等への依存などのリスク情報を発行開示書類に開示
②財務制限条項を撤廃して，「財務上の特約」を当事者間で締結
し，特約の内容を適切かつ明確に発行開示書類に開示
自己株式取得規制緩和（商法本法及び同計算書類規則，平成6年， 1994年）
背景・目的
①経済界からの取得規制緩和要望
②ドイツ，フランス法制における自己株式取得規制の緩和
③バブル崩壊に伴う政府の経済対策の一貫
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基本スタンス：原則禁止，例外許容方針堅持。例外取得事由の拡大
内容①使用人へ譲渡するための取得（商法第210条ノ 2)
•取得可能株数：発行済み株式総数の 3% （同条同 1 項）
0取得手続き：定時株主総会の決議（同条第2項第1号）
•取得方法：上場株式•••取引所取引（同条第 2 項第 2 号）
店頭登録株式…店頭取引（同条第2項第2号）
非公開株式…相対取引（同条第2項第2号）
0取得価額総額：配当可能利益の範囲内（同条第3項）
•取得後の取得自己株式の扱い： 6カ月以内に使用人に譲渡（商
法第211条）
R利益による消却のための取得（商法第212条ノ 2)
0取得可能株数：制限なし
•取得手続き：定時株主総会の決議（同条第 1 項）
0 取得方法：上場株式•••取引所取引（同条第 2項第 2 号）
店頭登録取引・・・店頭取引（同条第2項第2号）
非公開株式…相対取引（同条第2項第2号）
公開買付け（同条第4項）
0取得価額総額：配当可能利益の範囲内（同条第3項）
0取得後の取得自己株式の扱い：遅滞なく株式失効手続き
以上2つのケースのほか，閉鎖会社についても自己株式取得の特例
が今回の改正で認められた。
取得規制緩和に伴う措置（商法第290条第1項第5号，第293条ノ 5第3項
第4号）
事業年度末の利益配当及び中間の金銭の分配における配当可能
利益の算定に際して，上記①②による自己株式の貸借対照表価
額を，従来の法定資本，法定準備金と共に純資産額から控除す
る。これにより，資本充実の原則を徹底する。
まさに，「平成の会計革命」と称するに値する。会計基準関係の改正は指
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導原理として商法，証券取引法，税法という実定法に影響を及ぽすだけでな
く，実践規範として会計実務に影響を与え，同時に監査意見形成に際する拠
り所として監査実務にも影響する。商法改正項目はいずれも証券取引法改正
に波及しているから，商法決算上も，証券取引法決算上も影響を受けること
になる。そのうえ，証券取引所適時開示要請項目は，いずれも証券取引法の
改正を受けていることから，上場会社の決算はここでもまた影響を受けるこ
とになる。
これらの改正は，いずれも企業実態開示，取引実態の透明性向上による資
本市場の効率化，ひいては資本形成の促進を目的としているとともに，そう
した実態開示を求める国際的要請に対する対応でもある。しかし，他方では，
改正に適応するための会計方針の変更だけにとどまらず，投資戦略，経営戦
略等の変更によるコスト負担を伴うことになる。
これらの改正の多くは，少なからず企業がグローバルに活動することによ
る企業活動の多角化，国際化，資本市場の国際化に起因している。そこで，最後
に，こうした国際化の流れをうけて活発な議論が展開されている会計基準の
国際的調和と日本の会計制度の将来を展望して本稿を閉じることにしよう。
6. 会計基準の国際的調和と日本の会計制度の将来
(1) 国際会計基準の動向
企業活動の多角化，国際化に伴う企業の資金詞達・運用活動のボーダーレ
ス化，資本市場の国際化と共に，国際的に利用可能な財務諸表の作成が緊急
の課題となるにつれて，財務諸表の作成に際して準拠する会計基準の国際的
調和の必要性に対する認識が高まっている。
国際会計基準委員会 (IASC)が，こうした機運のもとで， 1973年に日本を
含む 9ケ国の会計士団体により 11)，会計基準の世界的承認，調和に向けて活
11) IASCの設立に参画した日本以外の国はアメリカ，イギリス，ォーストラリア，
カナダ，フランス， ドイツ，メキシコ，オランダである（中島 [1995],16頁）。
日本の会計制度（松尾） (27)27 
動することを目的として設立された (IASC[1992], p. 7)12) 0 
IASCは各国の会計士団体からなるプライベート・セクターであることか
ら， IASCが承認した国際会計基準 (IAS)の採用を各国に強制する権限が
IASCにはないことと， 設立以来， 類似の事象や取引について， 明らかに
不適切な基準でない限り，種々の会計基準を容認する方針を採択していたた
めに， 多数の代替的会計基準が存在していたことから（白鳥 [1993],15頁），
IASに準拠した財務諸表の比較可能性が保てず， 基準としての規範性を欠
いていた。その結果， IASは多くの国で採用される状況にはなかった。
こうした状況が IASC内部で反省され， また他方， 資本市場の急速な国
際化，他国資本市場で資金を調達する企業の著しい増大に対処するために国
際証券取引所連盟を発展・解消して1986年に結成された証券監督者国際機構
(IOSCO)が， IASを全面的に支持するには， IASに数多くある代替的会
計基準の存在が大きな障害になることを IASCに表明した（白鳥 [1995],
54頁）。
IOSCOは各国の証券市場規制当局を構成メンバーとする国際機関で，ゎ
が国は， 1988年11月にメルボルンで開催された総会から大蔵省証券局が加盟
している（白鳥 [1995],68頁）。各国の会計基準の制定と運用に強制力をもつ
メンバーから成る IOSCOの支持を得ることは， IASCにとって又と無い援
軍を得ることになる。
IASCは， 1987年に「財務諸表の比較可能性」プロジェクト起草委員会を
創設して，各国の財務諸表を比較可能にするために，同一の経済事象に対す
る会計基準の選択肢を可能な限り除去する作業を開始した (IASC[1989], 
p. 10, para. 3)。IOSCOは， 同年6月に IASC の諮問グループのメンバ
ーに加わり，同年12月に「財務諸表の比較可能性」プロジェクト起草委員会
に代表3名を派遣して， 翌年 (1988年）には， IASCによる国際会計基準の
設定に支持を表明した（白鳥 [1993],[1995]）。この間， 1988年にはアメリカの
12)中島 [1995]が， IASC設立の背景を詳細に解説している。
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財務会計基準審議会 (FinancialAccounting Standards Board, FASB)が IASC
の諮問グループに加わり， さらに 1990年に欧州共同体 (EuropeanCommis-
sion, EC)も同グループに参加している（平松 [1994],226頁）。現在では， こ
れらの他11の国際的機関が諮問グループを構成して， IASCはますます国際
的支援を強固にした13)。
IASCは，プロジェクト開始 2年後の 1989年 1月に， 「財務諸表の比較可
能性」を公開草案第32号 (E32) として公表した。 E32では，一つの経済事
象に対して原則として一つの会計処理とし，複数の処理方法を認めざるを得
ない場合には，そのうちの一つの処理方法を「優先的処理」とし，他を「認
められた代替的処理」として (IASC[1989], p. 2, para. 21)，優先的処理を
採用したとしたら算定される純利益及び株主持分の金額との差額の開示を義
務づけた (IASC[1989], p. 2, para. 22)。
13) IASCの諮問グループを構成するメンバーのうち， IOSCO,F ASB, EC以外の
メンバー は， 1995年1月現在，次の通り (IASC[1995], p. 8)。
国際証券取引所連合 (FederationInternationale des Bourses de Valeurs, FI 
BV) 
国際財務担当役員協会 (InternationalAssociation of Financial Executives 
Institutes, IAFEI) 
国際商工会議所 (InternationalChamber of Commerce, ICC) 
国際自由労連 (InternationalConfederation of Free Trade Unions, ICFTU) 
及び世界労働連合 (WorldConfederation of Labour) 
国際銀行協会 (InternationalBanking Associations) 
国際法律家協会 (InternationalBar Association, IBA) 
国際ファイナンス0::rー 母レーション (InternationalFinance Corporation, IFC) 
世界銀行 (TheWorld Bank) 
国際資産評価基準委員会 (TheInternational Assets Valuation Standards 
Committee, TIAVSC) 
経済協力開発機構 (Organizationfor Economic Co-operation and Develop-
ment, OECD)* 
国連多国籍企業・経営部 (TransnationalCorporations and Management 
Division, United Nations)* 
＊はオブザーバー
日本の会計制度（松尾） (29)29 
E32に対する 180余のコメント（白鳥 [1995],57頁）を検討して， IASC理
事会は 1990年 7月に「趣旨書 (Statementof Intent)」を公表し，「財務諸表
の比較可能性」プロジェクトの継続を確認して (IASC[1992], p. 536, para 8), 
「比較可能性改善」プロジェクトを開始した。その際， 「優先的 (preferred)」
という用語を「標準 (benchmark)」という用語に変えている (IASC[1992], 
p. 537, para. 10)。
1993年11月に， IASC理事会は「財務諸表の比較可能性」プロジェクトで
扱った10項目について日本を除く 15ケ国の賛成を得て一括承認し， 「財務諸
表の比較可能性」プロジェクトによる改訂作業を完了した（白鳥 [1995],60-
68頁）。
E32「財務諸表の比較可能性」プロジェクトで改訂された国際会計基準，
並びにそれ以前に改訂が完了している国際会計基準は，次の 13基準である
（白鳥 [1995],8~84頁）。
2号 「棚卸資産」
7号 「キャッシュ・フロー計算書」
8号 「期間純損益，重大な誤謬及び会計方針の変更」
9号 「研究開発費」
11号 「工事契約」
16号 「有形固定資産」
18号 「収益」
19号 「退職給付コスト」
21号 「外国為替レート変動の影響」
22号 「企業結合」
23号 「借入費用」
27号 「連結財務諸表並びに子会社に対する会計」
28号 「関連会社に対する投資の会計」
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(2) IOSCOの反応
IOSCOは，多国間での証券の登録及び募集の目的に， IASCが公表した
国際会計基準を各国の国内基準に対する選択肢の一つとして受け入れる可能
性を検討して，多国間公募等を行う企業のために国際的な会計基準に含まれ
るべきであると IOSCOが考える会計基準，すなわちコア・スタンダードの
リストを纏め， 1993年 8月と 1994年 6月の2回にわたり IASCに書簡を送
付した（白鳥 [1995],72頁）（14)0 
リストの作成に際し， IOSCOは各項目について， IASCが再検討しない
限り受け入れることのできない改訂必須項目，一般的にはあまり直面せず，
多くの場合複雑なので， IASC基準の受け入れ勧告を IOSCOが検討する前
には取り組む必要のない検討保留項目等を指摘したうえで， IOSCOによる
IASの最終的な承認は，コア・スタンダードの合理的に十分なまとまりの完
成に依存している， 旨を通告した (JICPAジャーナル編集部 [1994],127~146 
頁）。
IOSCOが作成したコア・スタンダード構成項目を， IOSCOにとって受
け入れ可能 IASと改訂必須 IASに分けたうえで， それらを IASCによ
る改訂が完了した項目と改訂未完了項目に分けると次の通りである（白鳥
[1995], 77~84頁）。
コア・スクンダード IOSCO受け入れ可能 IAS
会計方針の変更 IAS 8号改訂完了
収益の認識 IAS 18号改訂完了
工事契約 IAS 11号改訂完了
減価償却 IAS 16号改訂完了
異常損益項目 IAS 8号改訂完了
14) IOSCOとIASCとの間で取り交わされた書簡について，白鳥栄一 IASC議長
が詳細に解説されていると同時に， IASCの取りうる立場を説明されている（白
鳥 [1995],71 ~84頁）。
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国庫補助金
支払利息
IAS 20号改訂未完了， IASCによる変更予定なし15)
IAS 23号改訂完了
有形固定資産 IAS 16号改訂完了
棚卸資産 IAS 2号改訂完了
外国通貨 IAS 21号改訂完了
ジョイント・ベンチ IAS 31号改訂未完了， IASCによる変更予定なし
ャー
後発事象 IAS 10号改訂未完了， IASCによる変更予定なし
企業結合 IAS 22号改訂完了
キャッシュ・フロー IAS 7号改訂完了， IOSCO承認済み
計算書
連結財務諸表 IAS 27号改訂完了
超インフレ経済下で IAS 21号改訂完了， IAS 29号改訂未完了， IASC 
事業中の子会社 による変更予定なし
関連会社／持分法 IAS 28号改訂完了
関連当事者取引開示 IAS 24号改訂未完了，変更予定なし
重大な誤謬 IAS 8号改訂完了
会計上の見積りの変 IAS 8号改訂完了
更
コア・スタンダード 改訂必須項目
会計方針の開示 IAS 1号公開草案公表予定
財務諸表開示情報 IAS 5号公開草案公表予定
製造・購入原価 IAS 2号改訂完了，公開草案公表予定
価値減損 フ゜ロジェクトとしての必要性に疑問視
法人税等 IAS 12号公開草案49号として公表
(IASC [1995], pp. 683-765) 
15) IASCにおいて改訂未完了にも係わらず，変更予定なしに関する情報は松本
[1994]「国際会計基準一覧」を参照した。
32(32) 第 40巻第 1 号
退職給付 IAS 19号改訂完了，今後の検討の必要性を認識
従業員ベネフィット IAS 19号改訂完了，今後の検討の必要性を認識
研究開発費 IAS 9号改訂完了， IOSCOのコメントを再検討
ヘッジ
リース
繰延税金
投資
金融商品／オフ・バ
ランスシート取引
偶発事象
IAS 21号改訂完了，「金融商品」公表予定
IAS 17号改訂未完了，変更予定なし， IOSCOのコ
メントを再検討
IAS 12号公開草案49号として公表
IAS 25号，大部分は「金融商品」で扱う
金融商品の開示に関する部分を IAS32号として承
認，認識・測定に関する部分は検討継続16)
IAS 10号改訂未完了，変更予定なし， IOSCOのコ
メントを再検討
流動資産及び流動負 IAS 13号公開草案公表予定
債
無形資産
セグメント情報
中間報告
公開草案公表予定
IAS 14号公開草案公表予定
会計問題と規制問題を分別の必要あり
1株当たり利益 公開草案公表予定
廃止事業 認識・測定問題を扱う必要性を認識
IOSCOによる IASの承認は，当面，先送りされたが， IAS承認をめぐ
る IOSCOと IASCの今後の交渉の推移を注目する必要があることに変わ
りはない。重要なのは， IOSCOによる IAS承認後のわが国の対応姿勢で
ある。
16)金融商品の認識・測定・開示に関する包括的基準を目指していた公開草案48号
(E48)が， 199桂F11月のブタペスト理事会で分割されることが決定したが， 1995
年3月のデュッセルドルフ理事会で開示に関する部分が IAS32号「金融商品ー開
示及び表示」として承認された（西川 [1995],80~81頁）。
日本の会計制度（松尾）
(3) 日本の会計制度の将来
(33)33 
日本の現行の会計制度が，商法を頂点とするトライアングル体制にあるこ
とをすでに指摘した。また， トライアングルを形成する商法，証券取引法，
税法がそれぞれの立法趣旨に照らして，各々の目的の達成を可能にする会計
情報の生産・流通の手だてを確保していることも明らかになった。 ところ
が，他方では，証券取引法を中心として，会計・開示基準の国際的調和を指
向していると推測しうるに足るだけの会計規制の改正が頻繁に実施されてい
ることもみてきた。
ますます進行することはあっても，後退はあり得ないと予測されうる企業
活動の国際化，資本市場の国際化を前にして，叙述の状況は，わが国会計規
制に関する体制の現状を再検討する必要性が緊急の度を増していることを提
示しているように思える。
すでに明示した会計情報の役割は，いずれも経済社会の中で蔑ろにし得な
い重要な機能を担っている。とりわけ成果配分指標の提供機能と業績評価・
投資意思決定指標の提供機能は，重要度を増すことはあっても，減退するこ
とはない。現行のわが国会計制度は， トライアングル体制のもとに，これら
の機能をすべて充足することを意図している。
しかし，証券取引所適時開示要請に基づく決算発表をみても明らかなよう
に，親会社単独の会計情報は成果配分指標の提供を主たる目的としているの
に対して，連結決算情報は企業集団の経済実態，業績評価，ひいては投資判
断に資する情報の提供を主要な目的としている。成果配分は法的に独立した
個々の企業の業績に基礎を置く他はなく，そうした活動に関する情報内容を
律するのは商法以外にない。企業集団の経済実態，業績評価，投資判断に資
する情報の内容を律するのは，言うまでもなく証券取引法である。
こうした機能分担の徹底を図るには， トライアングル体制の見直しが必要
になる。そもそも，商法はドイツ商法典をモデルとし，証券取引法は米国の
1933年証券法， 1934年証券取引所法をモデルとして制定されている。両者に
は，フランコ・ジャーマン・スタイルとアングロ・サクソン・スタイルとい
以(34) 第 40巻第 1 号
う立法理念の根底的な相違がある。前者は法的形式を尊重し，後者は経済的
実質を重視する。
企業活動の実態は，往々にして，法的形式よりも経済的実質が先行する。
企業活動の集団化，多国籍化が如実にそのことを実証している。企業活動を
反映する会計情報の適正な生産・流通が実体経済の発展に不可欠である以
上，企業活動の経済的実質を的確に反映する情報提供を保証する体制を確立
しておかなければならない。その方策は，証券取引法を商法との関係から切
り離すことである。
証券取引法による情報開示をもって，企業活動に関する投資判断情報とし
ての実態開示を保証し，そうした流れの中で会計基準の国際的調和に対応す
るならば， IOSCOが外国の資本市場で資金調達を行う企業に国際的な会計
基準の適用を意図している折から，わが国会計制度上国際化に即応しうる体
制が整う。
もちろん，こうした商法と証券取引法との徹底した機能分化，言い換えれ
ばデュアル・スタンダード体制の功罪については，情報提供者，利用者，社
会の観点からコスト・ベネフィット分析を試みる必要があろう。
それにも係わらず，会計の国際化の流れの中で，商法と証券取引法の役割
分担の徹底した明確化は一考に値しよう。
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